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研究成果の概要（和文）：本研究では、欧州由来のプライベートな認証・エコラベル制度がどのような要因でア
ジアに普及するかという問いを、持続可能な水産物を例に検討した。先行研究では既に複数の要因が挙げられ、
たとえば制度自身の特性（ガバナンス、意思決定手続、厳格性など）のほか、輸入国の小売企業の要求度や生産
国の制度的サポートなどが指摘されていた。本研究では、EUの規制パワーと、サステナブルファイナンス・ESG
投資に着目した。とくに前者はEU規制の「ブラッセル効果」とよばれてきたが、本研究では、EUの規制力がもつ
「専門性」「監督能力」「課題設定能力」の3点に着目して、アジアの漁業国の国内制度改革を後押ししたプロ
セスを分析した。

研究成果の概要（英文）：This study addressed a research question of how private certification and 
ecolabelling systems, originated from Europe, will diffuse and can be adopted by Asian countries, 
with a focus on sustainable seafood. Existing literature already raised several factors for the 
uptake of certifications/ecolabels, such as, inputs of the systems (governance, decision-making 
procedures, standard stringency), demands from retailers in importing countries, and institutional 
conditions in suppliers' countries. This research focused on two additional factors, that is, the 
EU's regulatory power in IUU fishing, and sustainable finance/ESG investment in the seafood sector. 
By focusing on the first factor, this research attempted to contribute to the "Brussels Effect" 
literature. The study found that the EU's regulatory influence to bring national legal changes in 
Asian fishing countries was based on the EU's soft power of "expertise," "monitoring," and "
agenda-setting."

研究分野：グローバル・ガバナンス
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、SDGsの実施や持続可能なサプライチェーンが着目されるなかで、本研究は持続可能な水産物の分野におけ
る認証・エコラベル制度がアジアでどのような要因で普及しているか、という問いを扱った。EUの規制パワー
が、アジアの漁業国の国内制度改革を後押しをする形で、持続可能な水産物に対する理解がアジアに広がるプロ
セスを分析した点において学術的意義がある。また本研究では、アジアにおけるサステナブルファイナンス・
ESG投資の拡大にも着目したが、こうした動きは今後、日本の漁業・水産物セクターにも影響を与える可能性が
あり、この点において社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
サステイナブルな（持続可能な）生産や調達活動が注目される中で、プライベートなサステナ
ブル・スタンダード・システムが策定され拡大している。こうしたシステムは、非政府組織
（NGO）・業界団体・企業などの私的アクターが作った制度であり、私的アクターのパワーは、
（国際組織や国家と対比して）「私的権威（private authority）」と呼ばれ、「プライベート・
ガバナンス」研究として、とくに国際関係論の分野で発展してきた。プライベートなシステムに
もいくつかの種類があり、たとえば、「報告・情報開示」のシステムや、「宣言・原則」を策定す
る枠組み的なシステムもある。なかでも近年は、原料の生産・調達から消費者が産品を購入する
までの一連の工程、すなわち「サプライチェーン（supply chain）」をいかに持続可能な視点で
規律できるか、という課題に関連してプライベートなシステムが活用されており、「認証
（certification）・エコラベル」はサプライチェーン規制において欠かすことができない制度と
して注目されている。 
その一方で、多様な認証制度やエコラベルが増加し、乱立・競争的な状況が生じていることが
問題として指摘されている。農業、漁業、アパレル等の様々なセクターにおいて、多様な制度が
存在している。先行研究では、どのような動機で複数のシステムが同じセクターに競争的に作ら
れるのか、検討されてきた（see e.g., G. Auld, 2016）。とりわけ、グローバルなシステムに対し
て、ローカルなシステムが対抗して作られるような現象について分析がなされてきた。また、こ
うした乱立・競合状態によって、プライベートなシステムの普及の実態や効果の検証が難しくな
っているのも問題として指摘されている。こうした認証制度やエコラベルが欧米主導のもので、
アジアの生産者にとっては新しい制度であることを考慮すれば、欧米由来のどのような認証制
度・エコラベルが、アジアにおいてどのような要因で普及しているのか、という課題について検
証することが必要である。 
認証制度やエコラベルの普及要因については、先行研究でも一定の知見が得られている。もっ
ともよく指摘される要因としては、システムを誰がどのように作ったかという、制度の「インプ
ット」に着目する視点である。すなわち、企業や業界団体主導で作られたものか、あるいは NGO
が主導で生産者を含めた多様なアクターを含めたマルチステークホルダー型かどうか、といっ
たガバナンスに着目した議論である。しかし、マルチステークホルダー型だからと言って普及に
成功するとは限らないというのが先行研究の見方であり、そのほかに様々な要因が関連するこ
とが指摘されている。たとえば、作られたシステムの基準や監査方法の厳格性が次によく指摘さ
れる要因である。しかしシステム内の要因だけに限られず、システム外の要因として指摘される
のは、欧米の小売業者からの要求度、欧米の消費者の関心、生産者がシステムから得られた体験
や教訓、生産者の所在国の制度的サポートなどである（see e.g., E. Bennett, 2022）。 
 
２．研究の目的 
上記を背景として、本研究では、欧州（EU域内）由来のプライベートな認証・エコラベル
制度がどのような要因でアジアにおいて普及しているのか、をリサーチクエスチョンとして研
究を行うことを目的とした。着目する主たるセクターは「水産物」とした。 
その理由としては 3つある。まず、よく知られている水産物エコラベルとして、MSC
（Marine Stewardship Council；海洋管理協議会）、ASC（Aquaculture Stewardship 
Council：水産養殖管理協議会）、GLOBALG.A.P、Friends of the Seaがあるが、どれも本拠
地を欧州におく NGOが構築した認証・エコラベル制度である（なお GLOBALG.A.Pは農産物
認証においてはラベル制度を有してないことで知られるが水産物に関してのみエコラベルを展
開している）。これらのラベルがアジアにおいてどのように普及をしているのか、先行研究は少
なく、本研究の意義は大きい。アジアにおいて、これらのラベルは乱立・競争状態にあるの
か、またアジアの漁業者がラベルを選択する要因は何か等について調査を行うこととした。 
第２に、水産物の持続可能性は現在、EUで批判的な論争となっているセクターであり、ま
たアジアが主たる生産地で EUへの輸出量が大きいため、持続可能性をめぐって欧米とアジア
のインターラクションがあることが想定され、システムの普及要因について新たな知見が得ら
れると考えられた。 
最後に第 3点として、水産物の持続可能性は、農業分野の持続可能性に比べて難しさが伴う
点から、持続可能性の追求が遅れていると指摘されている。その困難性は、アジアの漁業の零
細的な現状や洋上における持続可能性の監査の難しさなどが原因である。そこで本研究を通し
て、持続可能な水産物のプライベートなシステムがアジアに普及している実態を明らかにする
ことで、プライベートなシステムの研究を越えて、アジアにおける漁業の持続可能性を考えた
いという社会的な目的もあった。 
 
３．研究の方法 
研究の方法は、（１）先行研究に基づいた理論的な分析；（２）現地調査；（３）現地調査に基づ
いた要因分析の３段階に依ることにした。 
（１）まず、プライベートなスタンダード・システムに関する近年の先行研究から、システムの
乱立・競争状態について、また、システムのアジアにおける波及に関して情報収集し、新たな分
析な視点がないかを検討した。 
（２）次に、アジアの現地調査対象国として、ベトナムとタイを取り上げることにした。ベトナ



ムは、近年、漁業国として発展してきており、EUへの水産物の輸出としてはノルウェー、中国、
エクアドル、モロッコの次の輸出国である（2017年時点）。タイは既にアジアの漁業大国であり、
EU はタイにとって 4 番目の水産物の重要な輸出先である（2020 年時点）。ベトナム・タイと
EU の水産物貿易に関して特徴的なのは、EU が両国を IUU（ illegal, Unreported, and 
Unregulated; 違法・無報告・無規制）漁業国として EU規則に基づいて警告をおこなっており、
ベトナム・タイの水産物の EUへの輸出に影響が出ている点である。 
（３）ベトナム・タイでの現地調査を通じて、漁業者が特定のエコラベルを選択する要因を洗い
出すこととした。上述のとおり先行研究によれば、可能性のある要因が複数あることから（シス
テムの策定プロセスや厳格性、小売業や消費者からの要求、漁業者の経験、漁業者の国家のサポ
ートなど）、そのなかから有力な要因を挙げ、また、追加的な要因を挙げることができないかを
検討することとした。 
さらに、水産物にだけ着目すると上記の要因の状況が詳細に説明できない場合もあるので、研
究上の比較可能な視点として、持続可能なパーム油の認証のアジアでの拡大状況についても適
宜、参考にすることとした。パーム油は、マレーシアとインドネシアが世界の主要な生産国であ
り、アジアからの輸出品として EUでは様々な議論をよんできた。その意味において、水産物と
同じような関心状況にあって比較可能であることから、参考にすることができると考えた。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、以下の３点にまとめられる。 
（１）プライベートなシステムの乱立・競争状態と「メタガバナンス」： 
プライベートなシステムの先行研究の検討から次の 2つの理論上の論点か明らかになった。 
①まず、プライベートなシステムの乱立・競争状態について、本研究では「認証制度・エコラ
ベル」に着目することにしたが、プライベートなシステムそれ自体も種類が増え複雑化している
ことが分かった。本研究が扱う認証制度・エコラベルのほかにも、「情報開示・報告制度」と、
「宣言・原則」といった種類があり、さらに近年は「指標・ランキング」もプライベートなシス
テムの種類の一つであることが注目されている（see e.g., V. Malito et al., 2018）。水産物に関
する指標・ランキング制度としては、例えばグリーンピースのツナ缶業者ランキング（Tuna 
Retailer Scorecard）や世界の大手水産企業の 30 社の持続可能性ランキング（Seafood 
Stewardship Index）などがある。興味深い点としては、こうしたランキングが企業や小売業に
よる認証制度・エコラベルの活用の動機に影響している可能性があるということである。これは、
欧州の輸入企業・小売業から漁業者に対する「認証制度・エコラベル」の要求につながっていく。
したがって、プライベートなシステムの研究においては「認証制度・エコラベル」といった１種
類のシステムだけに着目するのではなく、プライベートなシステム自体の「エコシステム」につ
いても研究することの必要性、さらには、こうした複雑なプライベートなシステムと、パブリッ
クなシステムとのインターラクションを分析することの重要性も明らかになった（関連する業
績として、A. Kato＆Y. Naiki, 2021; 内記, 2021）。 
②次に明らかになった理論上の論点としては、システムの乱立・競争状態に対する「メタガバ
ナンス」の重要性である。プライベートなシステムの乱立・競争状態については、前述のとおり、
どのような動機でそうした状況が生じているのか、その過程を検証する先行研究が多かったが、
「乱立状況をメタガバナンスできるのは誰か？」という政策的な問いに答えられる研究が必要
である。国際機関がその役割を担うことが想定されるが、どのような機関にそれが可能であろう
か。そこで本研究では、WTO（世界貿易機関）、EU、International Trade Centre（ITC）（UNCTAD
とWTOによる共同機関）、国連食糧農業機関（FAO）がそれぞれにどのようなメタガバナンス
をしているかを調査した。WTOは、プライベートなシステムがWTOでどのように扱われるか
という視点で議論がされており、明確なメタガバナンス機能は認められなかった。EUにおいて
は、EUのルールにおいて、特定のプライベートなシステムの活用が認められるような場合があ
り、プライベートなシステムを特定する基準をつかってメタガバナンスをしている。ITC は、
Standard Mapデータベースを策定、250以上のプライベートなシステムについて、多様な視点
で比較しながら情報提供する形でメタガバナンスをしている。FAO は、Sustainability 
Assessment of Food and Agriculture（SAFA）システムを構築し、SAFAのソフトなスタンダ
ードにそってプライベートなシステムを構築することを推奨している。こうしたメタガバナン
スの機能はそれぞれにメリット、デメリットがあるが、メタガバナンスを活用することによって、
プライベートなシステムはそれぞれに自己の活動を正統化することができるようになる(関連す
る業績として、Y. Naiki, 2020)。 
 
（２）欧州の水産エコラベルがアジアへ普及する背景としての EUのソフトパワー： 
 ベトナムにおける現地調査から分かったことは、漁業者は欧州由来の多様なエコラベルのイ
ンプットや厳格性などの制度特性を理解し制度を区別するような状況にはなく、制度を選択す
る要因として大きいのは、輸出先である欧州の小売業から特定の認証制度・エコラベルの取得を
要求されることであることが分かった。さらに、小売業にそうした要求をさせる動機は、EUの
消費者の関心だけではなく、EUの法制度、すなわち EUの IUU漁業規制の影響があることも
分かった。さらに、EU の IUU 漁業規制の影響は、ベトナムやタイの輸出業者にもエコラベル
を使って IUU水産物でないことを欧州の小売・消費者へアピールする、という動機付けになっ



ていることも明らかとなった。 
そこで本研究では、EU の IUU 漁業規制がタイに与えている影響を事例分析として扱った。
ここにおいてベトナムではなくタイに注目した理由は、EU の IUU 漁業規制による警告（いわ
ゆるイエローカード）を受けたタイ政府が、IUU 漁業の撲滅をめざして国内制度改革を行った
結果、イエローカードを取り下げられたという経緯があったからである。タイは 2015年 4月に
警告を受け、2019年 1月に取り下げられている（その一方で、同様の警告を 2017年 10月に受
けたベトナムに対しては現在もイエローカードの取り下げはなされていない）。EUの法制度が、
EU域外へ波及する効果のことを先行研究では「ブラッセル効果」と呼び一定の研究の蓄積があ
り、EU規制が域外へ波及する要因について分析がなされている(A. Bradford, 2020)。それに基
づいて本研究では、EU の IUU 漁業規制がタイに国内制度改革の後押しをしたプロセスを分析
し、タイに制度改革のインセンティブを与えた理由について検討した。 
インセンティブとなった理由としては、タイ側に高い輸出関心があったことのほか、EU側の
次の３つのソフトなパワーがあると考えた。第 1に EUの専門知識（power of expertise）であ
る。すなわち、IUU 漁業を撲滅するためにどのような国内制度改革をしたらよいか専門知識を
に基づき、欧州委員会・漁業総局がタイ側へ助言していた。第２に、EUの監督能力（power of 
monitoring）である。つまり、タイが漁港や漁船に対して適切に機能を施しているか、EUの同
総局が現地で監督していた。そして第 3に、EUの課題設定能力（power of agenda-setting）で
ある。EU の IUU漁業規制はトレーサビリティに基づいた漁獲証明書を提出することを求める
ものであり、漁業における労働者の保護についてはカバーしていないものの、EU は IUU漁業
の問題にタイ漁業における労働者の権利の問題を付け加えて、タイに国内制度改革のプレッシ
ャーを与えたことが大きく影響したことが指摘できた(関連する業績として、Y. Naiki & J. 
Rakpong, 2022)。 
以上の点が認証・エコラベルの普及要因として説明可能であることに加えて、近年のアジアに
おけるサステナブルファイナンス・ESG 投資の拡がりも背景の一つとして指摘できると考えら
れた。それは次の（３）において説明する。 
 
                                
                    
                                       
 
 
 
 
                                          
                    
 
 
 
                                       
                                               
                                              
                                             
                                                 
                                          
 
 
 
（３）アジアにおける ESG投資の拡がり：パーム油からの示唆 
 認証制度・エコラベルのシステムがアジアで広がる要因として、サステナブルファイナンス・
ESG 投資の拡がりが指摘できる。これまでは、プライベートなシステムにおける重要なアクタ
ーとしては、NGO、企業、政府が着目されて、金融機関や機関投資家の役割はあまり着目され
てこなかったが、近年はとくに気候変動の文脈においてサステナブルファイナンス・ESG 投資
の議論が高まっている（たとえば毛利、2022）。こうした動きは、水産物やパーム油といった特
定の商品の調達にも広がりをみせている。アジアでは、パーム油に対する ESG投資が数年前か
ら注目されてきた。日本の機関においても近年は、パーム油セクターへのエンゲージメントを行
っているところもあり（たとえば三井住友トラストアセットマネジメント）、数年前にはなかっ
た動きである。さらにパーム油に関しては、銀行によるパーム油セクターの融資についても注目
がなされている（たとえばWWFシンガポールによる Sustainable Banking Assessment 2021）。
こうした動きは、水産物へも拡大していると指摘されている。 
 今後は、サステナブルファイナンス・ESG 投資の動きがどの程度拡大していくか、そしてそ
の動きがアジアの漁業者、加工業者、輸出業者などに影響を与え、ESG 経営に向かわせる流れ
が見られるかどうかが、課題となろう。本研究の成果からの将来的な研究課題もこの点にある。 
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